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申告所得税標本調査について 
 

１ 沿   革 

この申告所得税標本調査は、昭和26年分から始まり、以後毎年実施されており今回が55回目に当

たる。調査結果は第１回以来、国税庁統計年報書に掲載されてきたが、昭和38年分から若干の解説

と分析を加えて、｢税務統計から見た申告所得税の実態｣として公表している。 

２ 目   的 

この調査は、申告所得税納税者について、所得者区分別・所得種類別の構成、所得階級別の分布

及び各種控除の適用状況の実態を明らかにし、併せて租税収入の見積り、税制改正及び税務行政の

運営等の基礎資料とすることを目的としている。 

３ 調 査 対 象 

調査の対象は、平成17年分の申告所得税について平成18年３月31日現在において申告納税額があ

る者（以下｢申告納税者｣という。）全部である。したがって、所得金額があっても申告納税額のない

者（例えば、還付申告書を提出した者等）は、調査対象から除かれている。 

４ 調 査 方 法 

全国524税務署より、所得者区分別・合計所得階級別に、次の表に示す抽出率で標本を抽出し調査

した。 

所得者区分 

合計所得階級 
営 業 等 農   業 そ の 他 

70万円以下 

70万円超   100万円以下 

100  〃   150  〃 

150  〃   200  〃 

200  〃   250  〃 

250  〃   300  〃 

300  〃   400  〃 

400  〃   500  〃 

500  〃   600  〃 

600  〃   700  〃 

700  〃   800  〃 

800  〃  1,000  〃 

1,000  〃  1,200  〃 

1,200  〃  1,500  〃 

1,500  〃  2,000  〃 

2,000  〃  3,000  〃 

3,000  〃  5,000  〃 

5,000万円超 

1/20 

1/130 

1/365 

1/375 

1/445 

1/410 

1/745 

1/465 

1/310 

1/195 

1/60 

1/55 

1/55 

1/25 

1/35 

1/45 

1/50 

1/2 

1/10 

1/5 

1/5 

1/5 

1/5 

1/15 

1/35 

1/30 

1/30 

1/20 

1/15 

1/20 

1/10 

1/5 

1/5 

1/2 

1/1 

1/1 

1/30 

1/150 

1/190 

1/530 

1/730 

1/375 

1/295 

1/340 

1/300 

1/250 

1/195 

1/190 

1/170 

1/185 

1/160 

1/130 

1/80 

1/10 

なお、標本数は、営業等所得者15,502、農業所得者16,039、その他所得者33,386、合計64,927で

ある。
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５ 利用上の注意 

⑴ 申告納税額は、算出税額から税額控除、特別減税額及び源泉徴収の方法により納付した税額

を差し引いたものである。 

⑵ 解説中の｢税額｣は、申告納税額に既に源泉徴収の方法により納付した税額を加えたものであ

る。 

⑶ 本統計の合計所得金額は、営業等所得、農業所得、利子所得、配当所得、不動産所得、給与

所得、総合譲渡所得、一時所得、雑所得、山林所得、退職所得、分離短期譲渡所得、分離長期

譲渡所得及び株式等の譲渡所得等の合計額から繰越損失額を控除した金額である。 

⑷ 各表の階級区分は、合計所得金額による。ただし、第７表｢給与収入階級別表｣については、

給与収入金額、第８表｢公的年金等収入階級別表｣については、公的年金等収入金額による。 

⑸ 各表の計数は、単位未満を四捨五入しているので各表の内容と合計が符合しない場合がある。

なお、単位未満の計数は｢０｣、該当する計数のないときは｢―｣と表示している。 

⑹ 各所得者の区分は次のとおりである。 

営業等所得者

 

事業所得のうち、営業から生ずる所得が最

も大きい者をいう（農業所得者を除く）。 
事 業 所 得 者

事業所得だけを有する者 

及び事業所得の金額が他 

の所得金額より大きい者 

農業所得者

 

事業所得のうち、農業から生ずる所得が最

も大きい者をいう。 

申

告

納

税

者 そ の 他 所 得 者 事業所得者以外の者をいう。 

 

  




